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根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
37,000件は、小・中・高・特別支援学校等の数（文部科学省「学校基本調査」（平成28年度）に相当。

チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - 1%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

1,000名は、各都道府県に平均20名以上、最低5名以上となる規模に相当。
※文部科学省「学校基本調査」（平成27年度）によれば、児童生徒数の全国比の最小は鳥取県の0.5%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第４条第１項第65号

主要政策・施策

達成度 ％

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

児童生徒に対するプログラ
ミング教育の指導者（メン
ター）を1,000名以上育成す
る。

実施方法

定量的な成果目標

26年度

若年層に対するプログラミング教育の普及推進 担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 情報流通振興課情報活用支援室 室長　田村　卓也

事業名

会計区分

29年度

-

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

30年度要求

予算
の状
況

27年度

全国どこでも持続的に実施可能な「プログラミング教育の効果的・効率的実施モデル」を開発し、放課後・休業日の学校等で実証の上、広く普及する。

具体的には、①地元の人材をプログラミング教育の指導者（メンター）として育成、②障害のある児童生徒向けのものを含む多様な教材・カリキュラム等を開
発、③これらの人材・教材により児童生徒向けプログラミング講座を実施、④ポータルサイトを開設し、教材・カリキュラム、指導ノウハウ、指導者等の情報を
集約・公開、⑤実証により確立したモデルの普及行事を全国で開催する。

上記取組は、文部科学省、経済産業省及び３省と教育界・産業界とで平成29年3月に設立した「未来の学びコンソーシアム」と連携しつつ進めるとともに、成
果はすべて共有・公開する。

159 -

-

- -

▲ 260 -

児童生徒に対するプログラ
ミング教育の指導者（メン
ター）の育成数

-

件

補正予算

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

103

260-

0

平成２８年度
事業終了

（予定）年度
平成２９年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

地理的・身体的条件等によらず、すべての児童生徒が質の高いプログラミング教育を受けられる環境づくりを推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

人
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 人

平成２９年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

0 0 2 412 0

0 2

執行率（％） - - 100%

実証を経て確立したプログ
ラミング教育の実施モデル
（指導者育成モデルを含
む。以下同じ）の参照件数
（ポータルサイト上の紹介
ページへのアクセス件数）
を37,000件以上にする。

実証を経て確立したプログ
ラミング教育の実施モデル
（指導者育成モデルを含
む。以下同じ）の参照件数
（ポータルサイト上の紹介
ページへのアクセス件数）

成果実績 件

目標値

-

1,000

-

- - - - -

- 37,000

世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画
（平成29年5月30日閣議決定）
未来投資戦略（平成29年6月9日閣議決定）

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- -

-

- 248

-

24.8 -

-

-

- -

152 0

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

年度 年度29

30 年度
26年度 27年度 28年度

中間目標 目標最終年度

年度

- - - - -

- - -

0.6

152 0

事業番号 　 0089

子ども・若者育成支援

29年度当初予算

151.2

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

情報通信技術研究開発調
査費

職員旅費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

平成29年度で事業終了

30年度要求

-

-



「プログラミング教育の効果
的・効率的実施モデル」の確
立及び普及に向けた取組状況

地元の人材やクラウド上の教材
等を活用した、「プログラミング教
育の効果的・効率的な実施モデ
ル」を実証のうえ確立し、ガイドラ
イン等に整理するとともに、文部
科学省等と連携の上、広く普及す
る。

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

29

-

-

目標定性的指標

-

目標最終年度

- -- -

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　万円/件

425

26年度 27年度 28年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

12,323/29

29年度活動見込

- - 475

活動実績

28年度

万円

単位

計画開始時

実証を経て確立したプログラミング教育の実施モデルの
数

28年度 29年度単位

件

-

年度

- -

目標値 -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

成果実績

27年度 28年度

単位

実証事業実施額／実証を経て確立したプログラミング教
育の実施モデル数

単位当たり
コスト

-

年度

施策の進捗状況（目標）

年度

- - 11

-

27年度

5,221/11

改革
項目

分野：

施策の進捗状況（実績）

-

ＫＰＩ
（第一階層）

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　プログラミング教育は、自分の意図した処理をコンピュータに指示・命令して実現する体験を通じ、論理的思考力や課題解決力、創造力を育むととも
に、情報通信技術に関する理解を深める機会ともなるものである。
　このような意義を持つプログラミング教育について、その効果的・効率的実施モデルを本事業の成果として確立し、広く全国に普及していくことは、上
位施策である「情報通信高度利活用の推進」に寄与する。（本事業により育成した人材、開発した教材は、学校教育のみならず、地域情報化等にも資
することが期待。）

- -
定量的指標

- - 11

年度

26年度

26年度

実績値 - -

単位

-

施策 ２．情報通信技術高度利活用の推進

政策 ⅴ．情報通信（ＩＣＴ政策）

測
定
指
標

29年度

28年度：プログラミング教育の入門的・標準的実施モデルについて
実証・検討を行い、成果・課題等を整理し、文部科学省等と共有す
るとともに、広く公開。
29年度：障害のある子供や進度の速い子供に対するプログラミング
教育の実施モデルについて実証・検討を行い、成果・課題等を整理
し、文部科学省等と共有するとともに、前年度の内容とあわせてガ
イドラインとして取りまとめ、ポータルサイトや普及行事等で広く普
及。

28年度：全国11ブロックで各１件の実証プロジェクトを実施し、成
果・課題等を整理。東京・広島での成果発表会や、文部科学省・総
務省・経済産業省と教育界・産業界とで設立した「未来の学びコン
ソーシアム」のサイトや教育関係誌等で広く公開。さらに、第２次補
正予算により、全国11ブロックで2件以上、計19件の実証プロジェク
トを追加選定。

目標年度

達成度 ％

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム



28年度第2次補正分については、実証を行う予定の学校等と
の調整期間を十分とるため、支出完了を29年度に繰り越し。
28年度当初予算分については、年度末に予定していた行事
が会場の停電により延期となったことに伴う事故繰越。

（選択してく
ださい）

事業番号 事業名所管府省名

○

調整・研究等のノウハウを有する事業者に対し、地域実証管
理、調査研究等に係る経費を支出するもので、合理的と認め
られる。

プログラミング教育を受ける機会について、都市部と地方の
間等で大きな格差が生じている現状においては、地方自治
体、民間等に委ねることはできない。

○

評　価項　　目

あらゆるものがインターネットにつながるIoT時代にあって、論
理的思考力や課題解決力、創造力を育み、情報通信技術に
関する理解を深める観点から、プログラミング教育を普及推
進していく意義は大きい。官民データ活用推進基本計画等の
政府計画においても、本事業に取り組むこととされている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

実施計画書の提出を求め、内容を精査するなど、事業目的
に即して真に必要な費目・使途に限定している。例えば、指
導者（メンター）への謝金は本事業では措置していない。

○

○

28年度に開発されたモデルを29年度に全小学校で採用・実
施する自治体や、実証成果をもとに起業し、プログラミング教
育の普及に取り組む学生が現れるなど、成果物は十分に活
用されている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

　総務省では、地元人材やクラウド上の教材等を活用したプ
ログラミング教育の実施モデルを、放課後・休業日等の課外
を中心に実証。ポータルサイトを構築。
　文部科学省では、学校におけるプログラミング教育の充実
のための教員の指導力向上、教材の充実等に向けた取組を
実施。
　経済産業省では、IT教育産業の振興による教育ツール・教
材等の充実や企業によるＣＳＲの推進等を実施。
　さらに、３省と産業界・教育界が連携し、29年3月に「未来の
学びコンソーシアム」を設立。
　本事業の成果や進捗状況については、これらの関係者に
共有するとともに、コンソーシアムのサイトやイベント等でも
広く公開。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

外部有識者から成る推進会議等から助言等を受け、事業実
施に当たっている。また、テレビ会議による指導者育成や無
料ウェブ教材の活用など、よりコストを抑えた形での実施を
進めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

28年度当初予算分は、一社応札であったが、事業に関する
積極的な広報等により、同年度第２次補正予算分は、二社
応札となった。なお、再委託先は公募により、多数の中から
競争的に選定。（当初：採択11/応募46、補正：採択19/応募
66）さらに、29年度予算分は、契約を「特別支援学校等にお
ける地域実証・調査研究」と「小学校等へのメンター派遣に係
るマッチング機能等を有するポータルサイト構築」に分割し、
さらに競争性・専門性を向上させた。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

プログラミング教育を地方を含め全国に普及するにあたって
は、指導者や教材、実施コスト等が大きな課題であり、地元
人材やクラウド上の教材等を活用した効果的・効率的な実施
モデルを開発・普及する本事業は、必要かつ適切なものであ
る。次代を担う人材育成を図る観点からも、優先度が高い事
業である。

プログラミング教育の実施モデルの実証・構築に際し、無償
で利用可能な学校の施設・設備を用いることとするなど、単
位当たりコスト等の水準は妥当なものとなっている。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

△

○

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

実証に用いるＰＣやネットワーク機器等の整備費について
は、本事業では措置せず、学校に既設のもの等を用いること
とするなど、自走・横展開を視野に入れ、コストの削減、効率
化を図っている。

初年度である28年度において、248名の指導者を育成すると
ともに、育成カリキュラム・ノウハウを蓄積・公開するなど、成
果目標である指導者育成1,000名の達成に向け、土台となる
成果を上げた。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

当初の計画どおり、プログラミング教育の実施モデルを開
発・実証のうえ、ウェブや教育関係誌、普及行事等で広く公
開している。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

ー

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

指導者や児童生徒の受講料を不要とする一方、アンケート
調査への回答など、実証研究への協力を求めている。また、
本事業の成果を活用したプログラミング教育は、学校等の経
費負担により実施することとしている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ○



-

-

新28-0008

-

-

-

-平成25年度 平成26年度 平成27年度

平成23年度

外部有識者の所見

改善の
方向性

今後とも３省・官民連携及び外部評価等を踏まえ、効率的かつ適正に予算執行を図る。
さらに、官民データ活用推進基本計画等の政府計画や、外部有識者や保護者等からの「講座を通じて関心を深めた児童生徒等が、継続的・発
展的に学べる場が地域に必要」等の意見を踏まえ、プログラミング教育等をより一層推進する。

・地理的・身体的条件等によらず、すべての児童生徒が質の高いプログラミング教育を受けられる環境づくりを推進し、次世代を担う人材の育成
を図る本事業の役割は大きく、着実に実施していくことが必要。
・本事業の実施に当たっては、文部科学省、経済産業省及び３省と教育界・産業界とで設立した「未来の学びコンソーシアム」と連携するととも
に、外部有識者の助言等を踏まえ、随時改善を図った。（例えば、28年度補正予算から、プログラミング講座及びメンター育成講座は、それぞれ
２回・１回以上、保護者、他の自治体、報道関係者等に広く呼びかけ公開で行うことを、仕様書及び公募要領に明記。）

平成24年度

・ 文部科学省の義務化との関係がわかりにくいので、この事業の成果を学校教育にどのように生かしていくのかロードマップが必要。
・ アウトカム指標はプログラム教育の充実等にする必要がある。
・ 一括請負の必要性を説明する必要がある。本来総務省がサポートを受ける必要のある事務を切り出して外注し、競争性を高めることを可能にすべきである。
・ 実証地域での自走によるプログラムの継続と横展開のフォローが必要である。
・ 各モデルの分析評価をしっかり行い、利用しやすい提供方法を考えるべき。
・ 実施団体の横の連携を図ることにより、更にモデルの改善が期待される。

外部有識者の所見を踏まえ、下記のとおり対応。
・文科省、総務省、経産省と経済界・教育界とで本年３月に設立した「未来の学びコンソーシアム」で、本事業の成果等を含むロードマップを策定予
定。
・アウトカム指標として「実証モデルの参照件数」を追加。
・一括請負に関して、29年度は、業務の専門性を勘案し、契約を実証管理とポータルサイト開発の２本に分け、より競争性・専門性を向上。
・実証成果を市内全小学校に普及させた石川県加賀市など、自走・横展開の状況を今後ともフォローするとともに、有識者からなる推進会議でモデ
ルの分析評価を推進し、実施団体が一堂に会し、交流を深める場などを通じてさらに相互連携を図り、モデル改善等を推進。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成28年度

執
行
等
改
善

公開プロセスの評価結果を踏まえ対応を検討すること。

行政事業レビュー推進チームの所見

備考

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

平成22年度

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

２８年度当初

２８年度補正

　チェック

3

物件費等

金　額
(百万円）

A.　（株）電通

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

人件費 調査研究、地域実証管理、報告書作成等

講師・メンター旅費等

29 物件費等

使　途

委託費

ウェブサイト構築、成果発表会開催(2回)等 20

2

B.（一社）国際ＳＴＥＭ学習協会
金　額

(百万円）

53

テキスト・ロボット教材製作費、消耗品等

費　目 使　途

計 102 計 5

委託費 民間事業者等（19）への再委託（地域実証） 69

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費民間事業者等（11）への再委託（地域実証）

費　目

C.（株）電通 D.（株）日本総合研究所

費　目 使　途

人件費 調査研究、地域実証管理、報告書作成等 47

物件費等
ウェブサイト運用、成果発表会開催（20回）
等

43

計 159 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

Ｄ．（株）日本総合研究所

０．９百万円

【随意契約（少額）】

プログラミング教育事業者等の現状

に関する調査研究

総務省

１０２百万円

Ａ．（株）電通

１０２百万円

【一般競争契約（総合評価）】

調査研究（子供/保護者/メンター/学校等へのアンケート・ヒアリン

グ調査・分析等）、地域実証及びこれらの成果のとりまとめ、全国

への発信・普及

企画公募により選定した11者による地域実証

Ｂ．民間事業者等（11者）

５３百万円

【うち、地域実証について再委託するとともに、実施状況を管理、支援】

総務省

１５９百万円

Ｃ．（株）電通

１５９百万円

【一般競争契約（総合評価）】

調査研究（子供/保護者/メンター/学校等へのアンケート・ヒアリング

調査・分析等）、地域実証及びこれらの成果のとりまとめ、全国への

発信・普及

企画公募により選定した19者による地域実証

民間事業者等（19者）

６９百万円（見込み）

【うち、地域実証について再委託するとともに、実施状況を管理、支援】



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

（株）日本総合研究
所

4010701026082
プログラミング教育事業者
等の現状に関する調査研
究

0.9
随意契約
（少額）

- - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）電通

江崎グリコ　（株） 5120001049268 地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 - -

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

（株）　ＬＩＴＡＬＩＣＯ 7370001013965 地域実証 4
随意契約

（企画競争）
46 - -

国立大学法人奈良
女子大学

西日本電信電話
（株）

7120001077523 地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 - -

2150005002173

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

1 99.4％

法　人　番　号

4010401048922 102

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-
若年層に対するプログラミ
ング教育の普及に向けた
調査研究

2

-

（株）Ｄ２Ｃ 7010401055008 地域実証 5

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（一社）国際ＳＴＥＭ
学習協会

2021005010344 地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 -

随意契約
（企画競争）

46 - -

（株）チアリー 4120101008356 地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 - -

6

7

4

5

（株）ＴＥＮＴＯ 4030001103737 地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 - -

10

8

9

（一社）みんなのコー
ド

7020005012197 地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 - -

（公財）学習ソフト
ウェア情報研究セン
ター

3011105004667 地域実証 5
随意契約

（企画競争）
46 - -

1 （株）電通 4010401048922
若年層に対するプログラミ
ング教育の全国展開に向
けた調査研究

159
一般競争契約
（総合評価）

2 99.2％ -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要
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